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 発足 ︓2015年4月1日
 連合会の構成団体

（有老協）
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（高住協） ＊2018年6月高齢者住宅推進機構から名称変更
＊2019年4月サービス付き高齢者向け住宅協会事業を統合
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「医療・介護関係職のタスクシフト」に対する疑問

【医療・介護関係職のタスクシフト】
・ 医師に対する労働時間上限規制の適用（2024年度～）を見据え、医師が不足・不在となる状況
下でも必要な医療が提供できるよう、業務負担の軽減、テクノロジーの活用などを通じて、医師が本来の
役割に専念できる環境を整備するとともに、介護施設に従事する看護師・介護職員の業務を含め、関
係職種が行うことのできる業務を提供体制の持続性を向上する観点に立ち、制度上・実務慣行上の両
面から見直す。

「医療・介護ワーキング・グループの運営方針について（令和元年12月２日医療・介護ワーキング・グループ）」
２．審議項目（１）重点的に取り組む課題 ア
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介護助手

介護福祉士
介護職員

看護職員

医師

治療の場での
「タスクシフト」のイメージ︖

「タスク」という
言葉に違和感︖

介護職員も人材確保が困難
⇒これ以上業務量が増えるこ

とを望まない

専門職どうしの
多職種連携を進める中、

介護職員は、医師・看護職員
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多職種連携のイメージ



高齢者向け住まいにおける医療に関する提案

高齢者向け住まい（有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅）の入居者が、
その人らしく自分で選択して暮らし、自分らしい最期を迎えられるよう、次のとおり提案します。

１.「タスクシフト」ではなく、入居者本人が望む暮らしの視点から、
医師・看護師・介護職員の業務を見直してはどうか。
（例）
①誤嚥性肺炎の入居者について、すべて入院してもらうのではなく、
高齢者向け住まいで、訪問診療による治療を推進する。
⇒認知症ケアの観点からも望ましい。

②アドバンス・ケア・プランニング（ACP/人生会議）を推進することにより、
本人が望まない延命治療・過度な医療行為を実施しない。
（例）経管栄養、終末期の点滴
⇒看護師が日中/夜間配置されていない高齢者向け住まいでも
入居者本人が望むのであれば、最期を迎えることができる。
⇒高齢者向け住まいが、むやみに救急車を呼ぶこともないような教育も重要。
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高齢者向け住まいにおける医療に関する提案

２.入居者に一番身近な介護職員が、入居者の意向・思いを伝えら
れる。多職種連携の中で、高齢者の暮らしを支える介護職員の
発言を尊重してほしい。
本人に一番近い介護職員こそ、常に本人の意向・思いを把握・理解して、それを医療職
など関係者に伝えられるはず。介護職員の発言を聞いてほしい。
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人生会議は、本人、家族と、医師等の
専門職を交えたカンファレンス(狭義の会議)
だけでなく、普段から本人が望む暮らしの
おしゃべり・本音を聞き取り、
人生の最終段階の医療・ケアのプランに
生かし続けること（プランニング）が大事。
そのプロセスでは、本人のそばにいる
介護職員が最も重要な役割を果たせる
のではないか。



高齢者向け住まいにおける医療に関する提案

３. 多職種連携のカンファレンスを効率的に実施できるよう、
情報記録システムの共有や電話・web会議などを
積極的に活用できる環境整備をお願いしたい。
○記録システムの共有やweb会議などの活用に向けた弊害
①関係者の共通認識が醸成されていない
②個人情報保護、情報セキュリティへの不安
③地域ごと、職種ごとのバラバラのシステム開発による非効率
⇒国等による全国共通のシステム開発や、一定の共通インターフェース開示など、
効率的かつ安全性の高いICT活用が進むような支援をお願いしたい。
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高齢者向け住まいにおける医療に関する提案

４.介護職員でもできる「医行為ではないと考えられる行為」を、
さらに整理していただきたい。
15年前の通知、「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法
第31条の解釈について（通知）」（平成17年7月26日医政発第0726005号）を、
再整理・追加していただきたい。
⇒この間、個別の疑義照会によって、「医行為ではないと考えられる行為」が明らかに
なっている。
⇒さらに、例えば、病状が安定している入居者の、膀胱留置カテーテルのバッグからの
尿廃棄や、在宅酸素療法の経鼻カニューレや酸素マスクがずれた場合に元に戻す行為
などは、原則として医行為ではないと、整理することはできないか。
そのほかにも高齢者介護・障害者介護の現場等において判断に疑義が生じることの多
い行為であって原則として医行為ではないと考えられるものと、整理してはどうか。
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高齢者向け住まいにおける医療行為に関する提案

「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について
（通知）」（平成17年7月26日医政発第0726005号）のアップデート（イメージ）

平成17年
通知

平成31年
インスリン
サポート

【グレーゾーン
解消制度】

平成23年
ストーマ装具
【通知】

平成29年
フットケア
サービス

【グレーゾーン
解消制度】

令和2年
通知

その他の
疑義が生じる
行為
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高住連における高齢者向け住まいの質の向上に向けた取組み

概要 具体的内容 効果
１．外付けサービス
の適正な活用

2015年「高齢者住まい事業者の外付け
サービス活用のためのポイント」、2017年
同「チェックリスト」を作成、公表、配布
会員中心に継続的な注意喚起

都道府県、ｹｱﾏﾈ協会等の評価
大阪府検討会に参画・発表

２．虐待防止・事
故予防の取組み

2015年度
事業所内研修資料の作成・提供
虐待防止研修（全国8会場）
2016年度～2019年度
事故予防・虐待防止研修（計17会場）

事業所内研修資料の有効活用
2015年度研修は、約2,200名
（非会員も半数）参加
2016～2019年度研修は、
約1,600名参加

３．高齢者住まい
紹介事業者

紹介事業者のあり方の検討会・委員会を開催
2019年度老健事業調査研究への協力

2020年度～ 高齢者住まい紹介
事業者届出公表制度の創設

４．制度改正対応 2018年度介護報酬改定説明会を開催、
2019年度軽減税率説明会に協力

全国7会場、1,000～2,000名
参加
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高住連は、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の類型にかかわらない、横断的な
以下のような課題に対して、質の向上に向けて取り組んでいます。

高住連を構成する各団体（全国有料老人ホーム協会、全国介護付きホーム協会、高齢者
住宅協会）も、質の向上の取組みを行っています。



2018年度「高齢者向け住まい看取り研修」調査研究事業

平成30年度厚生労働省老人保健健康増進等事業
高齢者向け住まいにおける看取り等の推進のための研修に関する調査研究事業
（みずほ情報総研株式会社）
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2018年度「高齢者向け住まい看取り研修」調査研究事業

【本研修の意義】
■高齢者の暮らしを支えるプロフェッショナルとしての
介護職が、看取りを暮らしの一部としてデザインし、
提案できるような研修プログラムを立案する。
■看取りは、「医療」 ではなく、「ケア」である、という
考え方の浸透を目指す。
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2018年度「高齢者向け住まい看取り研修」調査研究事業
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2018年度「高齢者向け住まい看取り研修」調査研究事業
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